
輸入燃料体検査申請書の新旧比較

備考

「実用発電用原子炉及びその
附属施設の技術基準に関する
規則」の改正に伴い、「3.
燃料棒の強度計算」
では地震を考慮しないことと
したことに伴う変更。

今回申請書

345被 覆管応力評価

被覆 管の応力評価 は、次のような要因による応力を相 当応 力として求め

被頼管の耐力と比較することで行われる。

(1)内 外庄 差による応力 (ペレットー被頼管の相 互作用による応力も含む )

(2)熱 応力

(3)水 力振動による応カ

以下に各項 目の計算結果について記す。

(1)内 外圧差による応力

(al ttl日 停止時及び通常運転時

燃料寿命初期はペレットと被覆管が接触していないため、外圧の方が大きく被覆

管は圧縮応力を受ける。

燃 焼が進 むと、ベレントのスエリング、被頼 管のクリープ変形のためにペレ

ントと被覆管が接触するようになる。このため被覆管には引張応 力 が働 くよう

になるが、クリープとスエリングがほぼつり合うためこの応力は小さなもので

ある。

(b)過渡変化時

ペレットと被覆管が接触していない燃料寿命初期は、過渡変化が発生しても燃

料棒の内圧増加による応力の変化があるのみで、その量はわずかである。

一方ペレットと被覆管が接触している燃料寿命末期は、過渡変化時には内席の

増加のみならず、ペレットの熟膨張による応力が加わること1こなる。この変化は速

いため被覆管のクリープによる応力緩和が生じず、応力は大きなものとなる。

以上より内外庄差による応力は、応力が大きくなる過渡変化時の評価を行う。

(21熱応力

熟応力は、被覆管の内外面の温度差により発生する。過渡変化時には被頼管

ィR度が増加するため、若千翔常運転時より大きくなる。
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345 被覆管応力評価

被覆管の応力評価 は、次のような要因による応力を相 当応力として求め、

被覆管の耐力と比較することで行われる。

(1)内 外度差による応力 (ペ レットー被覆管の相互作用による応 力も含む )

(2)熱 応カ

(3)水 力振動による応カ

(4)地 震による応カ

以下に各項 目の計算結果について記す。

(1)内 外圧差による応カ

(al高温停止時及び通常運転時

燃料寿命初期はベレットと被穫管が接触していないため、外庄の方が大きく被羅

管は庄結応 力を受ける。

燃 焼が進 むと、ペレントのスエリング、被頼 管のクリープ変形のために入レ

ットと被覆管が接触するよう1こなる。このため被覆管には引張応 力 が働 くよう

になるが、クリープとスエリングがほぼつり合うためこの応力は小さなもので

ある。

(b)過渡変化時

ペレットと被覆管が接触していない燃料寿命初期は、過渡変化が発生しても燃

料棒の内圧増カロによる応力の変化があるのみで、その量はわずかである。

一方ペレットと被覆管が接触している燃料寿命末鶏は、過渡変化時には内圧の

増加のみならず、ペレントの熱膨張による応力が加わることになる。この変化は速

いため被覆管のクリープによる応力緩和が生しず、応力は大きなものとな名

以上より内外圧差による|も、力は、応力が大きくなる過渡変化時の評価を行う。

(2)熱応カ

熱応力は、″茂務管の内外面の温度葬により発生する。過渡変化時には被期管

温度が増加するため、若千通常運転時より大きくなる。
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「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する
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燃料棒の強度計算」
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"被覆管の閉じ込め機能の評
価"において、照射後につい
ては使用温度及び照射の影響
を考慮し、設計基準値を設定
しており、設計基準値の考え

方を本評価にも考慮したこと
に伴 う変更。
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国 内は商業機密のため、公開できません。

第 2-6表  MOX燃 料棒の被覆管応力評価 (過 渡変化時 )

(単位 :N/mm2)

相 当応カ応 力項 目

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

体積 平均相 当応 力

局 ″九黙 擬 度

(MWd/t)

設計基準値

設計比 `と
か

内外圧差による応力

熱応 力

水力振動による応力

,よ力の合計

(注 1)上 段 :水 力振動

下段 :水 力振動による応力歩序縮方向にとつた場合

(注 2)設 計基準値に対する体積平均相 当応 力の比である。

本Mに eSの相 当応力 :σ==
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第 2摩  MOX燃 料棒の被覆管応力評価 (過 渡変化時 )

(単位 :N/mm2)

にとつた場合

下段 :

2)設 計
合

注

注 3)()内 は照射の影響を考慮した値を示す

*Mヽ esの相 当応力 :σg=
2

相 当応力
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応 カ

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

応力の合計

体積 平均相 当応 カ

局所燃 l能度 (MWa/1)

設計基準値

設計比 (這 2)

項 目

内外圧差による応カ

熱応 力

水力振動による応力

中

十 (σz― σ+(σ
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上げ。
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(4)Ss地 慶波に対する燃料集合体の耐震性評価

Ss地震時におい (燃料集合体に要求されるのは、制御欅の挿人機能が確保

されること か】衷熱除去可能な形状及び被覆管の閉じ込め機能が維持されるこ

とである。

制御 棒の挿人イ壺能を阻害 しないこと1こついては、制御棒 案内シンブ

ルの応 力評イ則iにより確認し、崩】衷熱除去可能な形状 については、燃料

被平蔓管の応力
‐7価 により確認し、被 4雪 管の閉じ込め稚能の維持につい

ては、被覆管の応力評価及び疲労評価により確認する。

(1)丁負で述べた方法により、Ss地 震波に対する群振動解析を行い、燃 料集

合体の地震応答を求めた。群振

“

サJ解 析には、第 2-漫脚 ～第 2-22図 に

示す Ss地震波に対する上部炉心板及び下部炉心オ反の応答加速度を用いる。

第 2-観蒸 に解析結果を示す。

(2)項 で述べた方法により、Ss地 ナr楽 波に対する振動解析を行い、燃料

集合体の地震応答を求めた.振巨)l解 析には、第 2-近口 ～第 2-22図に

示す Ss ttj誕 波に対する上部炉心板及び下割i炉 心板の応答加速度を

用いる.第 2-」 6表に解析結果を示す .

(a)hl御 棒の挿入半艶能の確保

第 2-15表に示す Ss地震時の燃料集合体の最大変位により制御棒案内

シンプルに発生する応力は、鉛直地震力による応力及び通常運 転時の

応 力を重ね合わせた結果 、第 2-通 表に示十ように許容値 メ 下であ

る
^

支持格子に生じる最大街撃力が、弾性限界荷重を上回っており、支持格子

には、最{llmの 変形が生じるかなお、Ss地震時の制御樹 講八時間につい

ては、挿入規定時間(22秒)以内に1石人できることをVr認している

(b)"I壊 熱除去可能な形状の維持

第 2 逮 表に示サ Ss地 ,TR時の燃料集合体の最大変位により被覆省に発生

十る応力は、鉛 直地震力による応 力及 び燃料寿命期間中における一次応

力を重ね合わせた結果、第 2司邑表に示サように許容忙以下である。
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国 内は商 J共機密のため、公開できません .

(4)Ss地震波に対する燃料集合体の耐震性評価

Ss地震時において燃料集合体に要求されるのは、制御棒の挿入機能が確保さ

れること及び崩】褒熱除去可能な形状が維持されることである。

制御棒の挿 入機 能 を阻害 しないことについては、制御 棒案 内シンブル

の応力 評価 により確認し、崩壊熟除去可能な形状の維持については、燃

料被覆管の応力評価によりⅢ會認 ナる。

(l)ユ貞で述べた方法により、Ss地震波に対する群娠 g,l解析を行い、燃料集合体

の地震応答を求めた。群 !辰 Dl解析には、第 2-23図 ～第 2■30図に示す Ss

地震波に対する上部炉心板及び下部炉′b板の応答加速度を用いる。第 2こ 19

表に解析結果を示す。

(2)項で述べた方法により、Ss地震波に対する振pl解析を行い、燃料集合体の

地震応答を求めた。振動解析には、第 2-23園 ～第 2二30図に示す S、 中震

波に対する上部炉
‐
心板及び下音卜炉心板の応答加速度を用いる。第 2-20表 に

解析結果を示十。

(a)制御棒の挿入機能の確保

第 2-ュ 表に示す Ss地震時の燃料集合体のf5C大変位により制御棒案内シ

ンブルに発生する応力は、タロ`直地震力による応力及び通 常運 転時の応力

を重ね合わせた結果、第 2二21表に示すよう1こ許容 l,以 下である。

支持格子に生じる最大街撃力が、弾性限界荷重を上回っており、支持格子には、

最大E]mmの変形が生じる,なお、Ss地震時の制御棒挿入時間については、挿

入規定時門(22秒 )以 内に挿入できることを打と認している。

(b)崩 壊黙除去可能な形状の維持

第 2-19表 に示す Ss地震時の燃料集合体の最大変位により被覆管に発生す

る応力は、,/E｀ 直地震力による応力及び燃料寿命期間中における一次応力を重

ね合わせた結果、第 2-k表 に示すように許容値以下である.

以 卜から、Ss地震時において燃料集合体は、制御棒の挿人機能が確保される

こと及び崩壊熟除去可能な形獣が維持される.
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(c)被 覆管の閉じ込め機能の維持

第 2-15表 に示す Ss地疑時の燃料集合体の最大変位により被覆貸に発生

する応力は、鉛 直地震力による応 力並びに燃料寿命期間中における●次

庶力)と が二次床力″歯ね合わと
'士
結果 鎮 2-19表 に示十二う1こ静ハイ苗以

被覆管に発生する疲 労は、地震により被覆管に発生する応力 による

疲労損傷係数と燃料寺命期間中における累積疲労損傷係数を足し合

わせた結果、第 2-20表 に示すようにヨ年容値以下である。なお、地震時

の被覆管疲労評価における繰り返し回数は 200回 としている。

以上から、Ss地 震時において燃料集合体は、制御棒の挿入機能が確保さ

、姿 壊熱除去可能な形            力`維持される。

前回申請書
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第 2-19表 被覆管の応力 !平価結果 (過 渡変化時 )

(被覆管の閉じ込め機能の維持 )

(単位 :N/mm?)

相 当応力応 力項 目

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

内 面

外 面

体績平均相 当応カ

局所燃 焼度 (MWd/t)

設計基準値

設計比 (遊 卸

内外圧差による応カ

熱応力

水力振動による応力

地震による応力

応力の合計

(注 1)上 段 :地 震、水力振動による応力を引張方向にとった場合

下段 :地震 、水力振動による応力を圧縮方向にとつた場合

(注 2)設 計基準値に対十る体積 平均相 当応 力の比である。

*Mモ esの相 当応力 :σg=
十(
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笛 2-20差  MOX燃 料 1峯の疲 労 評 価 結 果

(被覆管の開じ込め機能の維持 )

許容値合計
地震による

疲労損傷係数

燃料寿命中における累積

疲労損傷係数
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